
様　式　イ

平 成 18 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ）
〈支援費〉
　知的障害者地域生活援助事業費（平成18年３月分のみ）
55,768千円、件数562件
〈訓練等給付費及び介護給付費〉
　平成18年４月～19年2月分）657,907千円　延べ件数8,821件
（障害者自立支援法の施行に伴い、平成18年４月分から知的
障がいと精神障がいが統合）
〈グループホーム設置費〉
    （知的）
    補助実施事業所数　6カ所　1,052千円
    新規設置数6カ所（定員30名）
　  設置総数116カ所（定員505名）
  　（精神）
    補助実施事業所数　2ケ所　494千円
　　新規設置数15カ所(定員71名）
　　設置総数48カ所（定員282名）
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課　題

 平成１８年度末　グループホーム、ケアホーム数
　主たる障がいを知的障がいとする事業所
　１１６箇所（定員505名）
　主たる障がいを精神障がいとする事業所
　48箇所（定員282名）

　障害者自立支援法の施行に伴い、グループホーム関して
様々な制度改正が行われたことから、グループホーム、ケア
ホームによる居住支援をより一層推進していくため事業者に対
し制度周知等の働きかけを行っていく必要がある。

平 成 16 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 17 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
（知的）
　新規設置数 17カ所（定員68名）　※計画上新設20カ所
  設置総数　  92カ所（定員377名）※計画上設置総数98カ所

   ・物件等の確保が困難であったため、当初計画を３カ所下
回る17カ所を新設
　 ・本計画策定時、平成15年度末の設置数が78カ所の見込
みであったが、最終的に予定を３カ所下回る75カ所の設置数
となったため、設置総数に合計６カ所の乖離が生じている。

　支援費決算額509,586千円、実績延べ件数4,919件

（精神）
　新規設置数　8カ所（定員52名）　※計画上新設8カ所
  設置総数   24カ所（定員153名） ※計画上設置総数24カ所
　新規設置はH16.10から
　補助金決算額64,548千円

（知的）
　新規設置数18カ所（定員78名）　※計画上新設20カ所
　設置総数110カ所（定員455名）　※計画上設置総数118カ所
　支援費決算額620,230千円、延べ件数6,039件
　

（精神）
　新規設置計画数10カ所（定員56名）
  平成17年3月末１カ所事業廃止（定員７名）
  平成17年度は国庫補助の見通しにより、8月から10カ所整備
  設置総数３３カ所（定員２０１名）
　補助金決算額93,071千円
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　平成16年度：（知的）新設20カ所、設置総数98カ所
　　　　　　　　　 （精神）新設 8カ所、設置総数24カ所
　平成17年度：（知的）新設20カ所、設置総数118カ所
　　　　　　　　　 （精神）新設 6カ所、設置総数30カ所
　平成18年度：（知的）新設20カ所、設置総数138カ所
　　　　　　　　　 （精神）新設 6カ所、設置総数36カ所

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞　知的障がいや精神障がいののある人が、食事の提供や生活指導な
ど一定の援助を受けながら地域で自立した生活を送る場となるグルー
プホームを拡充する。

障がい者グループホームの拡充

保健福祉局保健福祉部障がい福祉課　山岡　(211-2936)

全　　体　　計　　画　　(　　当　　初　　)

担 当

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書

　共同生活援助及び共同生活介護については、障がい者が地域において自立を図るための居住支援として重要な役割を果たすこ
とから、本市が18年度に策定した障がい者福祉計画に基づき、今後も引き続き設置を推進していく。

施策体系ｺｰﾄﾞ 2-3-1 事 業 名
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訓練等給付費（一部） 経常 枠外

介護給付費（一部） 経常 枠外

精神障害者グループホーム設置費補助金 経常 枠内

精神障害者地域生活援助事業費 経常 枠内

知的障害者地域生活援助事業費 経常 枠外

知的障害者グループホーム設置費補助金 経常 枠内

精神障がい者グループホーム（施設数）

予　算　事　業　名( 小 事 業 名 )

関　　連　　予　　算　　事　　業　　内　　訳

経・臨 枠内外 16年度 17年度 18年度 計
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主　な　施　設、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

18 年 度 末
( 実 績 )

17 年 度 末
( 実 績 )

16 年 度 末
( 実 績 )

15 年 度 末
( 現 状 )

項　　　　　　目

知的障がい者グループホーム（施設数）

実　績

計  画  と  の  差  異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

［全   体］［16年度］［17年度］［18年度］
事柄のみ計上のため計画上事業費計上なし。H17年度から設置時の経費補助制度創設。知的についてはH15年度末の設置見込
数が計画策定当初の78カ所から75カ所に3カ所減、H16年度の新設カ所が3カ所減となったため、計画上の設置総数と差異が生じ
た。また、H17年度は設置時の経費補助制度を創設し、グループホーム設置の促進を図ったが、障害者自立支援法の施行に伴う
グループホーム事業の制度改正（平成18年10月1日）により、設置する法人が国の動向を静観した結果、当初計画を２カ所下回る
18カ所の新規設置となった。
精神ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑについてはH17年度の新設カ所が予定より4カ所増､H17.3末廃止１カ所。
　平成18年度は、知的グループホームに関しては10箇所の新規設置があったが、廃止が4箇所あったため、実質の増加は6箇所と
なった。また、制度改正により各法人とも新規設置を行う事務的余裕がなかったこともあり、当初予定数よりも少ない設置数となって
いる。精神のグループホームに関しては、制度の改正により前年度までグループホームとしては登録していなかった事業所が自立
支援法に基づく事業所として体系移行を行い15箇所の増加となり予定よりも12箇所多い数となっている。
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事　　業　　費　　の　　推　　移

事 業 名 障がい者グループホームの拡充施策体系ｺｰﾄﾞ
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（単位：千円）


